
令和２年度（2020年度）公社等経営評価書

１　法人の概要

（職　名） （氏　名）
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　資本金・基本金等 設立の目的・事業の目的

主な出資者等の構成（出資等比率順位順）
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　主要事業の概要 　 　

％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

※損益計算書：管理業務費、一般管理費、受託業務費、諸減価償却費

※常勤役員のみ ※常勤職員のみ（ただし、職員平均年収及び勤続年数はプロパー職員分）

0.35

平成30年度
決算額（千円、％）

出資等比率（％）

19.65

4,200

青森県道路公社

青森県道路公社

理事長 鈴木　潔

法　人　名 所管部課名 県土整備部　道路課

所　在　地

代表者職氏名

030-0801

金額（千円）

青森県

14.29

基準年月日
（基本情報に係る基準日）

令和2年7月1日

ＦＡＸ番号 017-773-4965

017-777-7331

無無

無

令和2年度

昭和50年4月1日設立年月日

ＨＰアドレス
ｅ-mailアドレス

電話番号

14.61

68.39605,589

前年度
増減

区　　　分
平成30年度 令和元年度

氏　　名　・　名　　称

8,235,500

100.00

事業３

事業２

事業１

885,435 100.00

青森市新町二丁目４番１号　青森県共同ビル８階

soumu@aodoko.or.jp
http://www.aodoko.or.jp/index.html

16.53

100.0

146,327

129,319

0.47

令和元年度

797,505

（2019)（2018）

4,357

173,491

238,462

13.87

13.41

72.36734,756

140,884

136,182

全事業

(2017)

％100.0

8,235,500

千円

資本金・基本金等

(うち県の出資等額)

(県の出資等比率)

8,235,500

0.36

1,213,815 100.00

3,584

1,015,406

　青森県の区域及びその周辺の地域において、その通行又は利用について料金
を徴収することができる道路の新設、改築、維持、修繕その他の管理を総合的
かつ効率的に行うこと等により、この地域の地方的な幹線道路の整備を促進し
て交通の円滑化を図り、もって住民の福祉の増進と産業経済の発展に寄与する
ことを目的とする。

平成29年度

有料道路事業

千円

65.70

無

有

無 無

無

無

再委託
の有無

受託収
入の有
無

補助金
の有無

公益・
収益等
の別

有

　経営目標

　平成30年度に策定（平成31年3月27日策定)した中期経営プラン（計画期間：令和元年度～令和５年度）を着実に実施し、有料道路サービスの一層の充実、長期債
務の確実な削減及び経営の効率化等による一層のコスト削減に鋭意取り組んでいく。また、収益確保に努めるとともに、道路の安全性及び利便性向上のための維持
修繕工事等を計画的に実施していく。

上記以外

第二みちのく有料道路

青森空港有料道路

みちのく有料道路

主要事業
割合割合割合

県派遣 県ＯＢ

（内容）

（内容）有料道路事業

（内容）有料道路事業

無

無
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員
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臨時職員

2

歳

計

勤続年数（平均）役員平均年齢

役員平均年収 6,007 千円 職員平均年収

53.0 30代62.0

2人

60代～

　組織の状況

増減理由

　

職
員

職員の
年代別構成

職員平均年齢 50代40代

6,495 千円

20代歳
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3人 3人

2
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株式会社等用

mailto:soumu@aodoko.or.jp#
http://www.aodoko.or.jp/index.html


２　財務の状況 （単位：千円）

（単位：％）

３　経営評価結果等への対応状況

経常利益 962,535 998,154 855,736 ▲ 142,418

自己資本比率

総資産経常利益率

県財政関与率

事業費　

県
費
等
の
受
入
状
況

運営費（人件費含む）

受託事業収入

負担金

補助金

財
務
構
造

前年度増減財務分析指標

6,431,330

33,139,850

令和元年度

補助金収入 159,522

8,260,409

24,695,795

交付金

前年度増減

32,956,204

主な増減理由〔法人記入〕

1,732 876 1,115

182,788

904

840

1,115

239

▲ 881,678

904

96,457

95,342

1,115

▲ 733

52

5,549,652

2,200

（2019)

2,307,163

2,200

5,186

26,900

17,585

33,043,393

24,782,108

8,261,285

24,877,450

8,262,400

18,318

52

1,296

平成30年度

（2018）

2,124,375

1,296

4,346

25,785

平成29年度

(2017)

2,081,544

4,348

24,909

売上高経常利益率

17,951

159,522

7,321,124

資
産

資産

負債

純資産

総資産回転率

項　　　　　目

業務収入

受託業務収入

業務外収入

利益剰余金

借入金残高

当期利益

(2017)

平成29年度

2.92

25.06

3.67

3.95

6.33

8.51

46.15

25.00 24.93 ▲ 0.07

3.02

貸付金

159,522

平成30年度

（2018）

無利子借入金による利息軽減額
（長期プライムレートによる試算額）

52

4,689,115 3,542,210

減免額（土地・施設等使用料等）

債務保証残高

損失補償残高

収
支
等
の
状
況

2.58 ▲ 0.44

0.92 0.86 ▲ 0.07

6.45 6.98 0.54

46.86 36.97 ▲ 9.89

3.39

19.46 16.75 ▲ 2.72

これまでの経営評価結果等
（改善事項等）

　平成２８年度から内部の繰越金を活用して比較的金利
の高い借入金を繰上償還することにより、早期の債務解
消に努めながら、金利負担の軽減を図っていると認めら
れる。

22.21借入金比率

財

務

健

全

性

流動比率

青森県道路公社

左に係る県所管部局の意見・評価
〔県所管部局記入〕

対応状況
〔法人記入〕

3.39 3.12 ▲ 0.27

3.88

県からの受託業務の増

収
益
性

県からの受託業務の増

借入償還による債務の減少

令和元年度

（2019)
主な増減理由〔法人記入〕

2,341,998 ▲ 1,200,212

▲ 0.49

43.96 44.42

繰上償還等による早期の債務解消と金利負担
の軽減に向けた取組状況について

　借入時に入札により有利な利率で借入したものの現在
は比較的高い利率となっている長期借入金については、
低金利への借換が金融機関との約定により困難となって
いるが、公社において運用可能な資金の範囲内で、繰上
償還を行い、新たに低金利で借入れることで金利負担の
軽減を図っている。

【繰上償還実績】
H28年度 繰上償還額463,688千円、利息軽減額17,238千円
H29年度 繰上償還額702,021千円、利息軽減額30,166千円
H30年度 繰上償還額252,500千円、利息軽減額 7,334千円
R1年度  繰上償還額208,712千円、利息軽減額 3,695千円

0.4639.22

効
率
性

販売管理費比率

人件費比率



４　経営評価指標

（１）法人自己評価

（２）県所管部局評価

５　総合評価

81.34

（参考）
前年度得点率

100.00

90.00

70.00

80.00
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青森県道路公社

評価項目 自己評価〔法人記入〕
（経営概況、経営上の課題・対策、得点率の増減理由等）

対象指標
評点数

目的適合性

　有料道路事業による道路の早期建設により地域の経済発展に寄
与するという設立目的を果たしている。また、昨年度新たな中期
経営プラン(令和元年度～令和５年度)を策定しており、引き続き
収益の確保に努めるとともに、道路の安全性及び利便性向上のた
めの維持修繕工事等を計画的に実施していく。

計　画　性

評点数

　前中期経営プラン（平成２６年度～平成３０年度）では、計画
の着実な実施に努めた結果、債務削減額は、計画額を約２.３億
円上回る実績となった。新たな中期経営プラン（令和元年度～令
和５年度）においても、計画を着実に実施し、長期債務の着実な
削減に向け鋭意取り組んでいく。

組織運営の健全性

　退職者不補充として再任用職員及び県ＯＢを活用することに
よって組織体制を維持してきたところであり、平成２７年度から
総務部門を一元化し、機能強化を図った。今後とも現有職員の年
齢構成及び人員数などを考慮した業務執行体制について検討して
いく。

経営の効率性

　当公社は少ない人員で多額の売り上げを計上しており、経営の
効率性は高い。

財務状況の健全性

　事務の効率化及びコスト削減等を図り、単年度収支で２４期連
続となる黒字を計上しており、今後とも長期債務の確実な削減に
向け努めていく。23 17 78.26

合　　計

コメント〔県所管部局記入〕（改善事項等）

計　画　性

組織運営の健全性

　財務の状況については、安定的に黒字を確保しており、平成26年度から平成30年度までの中期経営プラ
ンにおいても計画を上回る債務の削減実績をあげる等、経営基盤は安定しているものと評価できるが、債
務残高は依然として高い水準にあることから、早期の債務解消と金利負担の軽減に向けた一層の取組を期
待する。

評価項目

目的適合性

項目別評価 コメント〔県所管部局記入〕

Ｂ

対応等は良好◎

　経営コスト縮減及び利用者のサービス向上策等への取組により、平成２６年度から
平成３０年度までの中期経営プランでは計画を上回る実績を挙げており、令和元年度
から令和５年度までの新たな中期経営プランにおいても、引き続き計画の着実な実施
が期待できる。

◎ 対応等は良好

　道路の安全性及び利便性向上のための維持修繕工事等を計画的に実施し、道路の適
正な管理に努めるとともに、利用者のサービス向上策にも取り組んでおり、公社の目
的である地域の経済発展に寄与していると認められる。

○ 概ね対応等は良好

経営の効率性

○ 概ね対応等は良好

　再雇用職員等を活用しつつ適正な人員配置に努めているものの、今後の人材の育成
確保も大きな課題であることから、業務量等を踏まえた業務執行体制について引き続
き検討する必要がある。

　維持管理業務及び料金徴収業務の発注方法を見直しに取り組んでいるほか、繰上償
還による金利負担軽減も行っており、経費の節減が図られている。

　借入等により資金を調達し有料道路を整備、料金収入で債務を償還するという有料
道路のスキーム上多額の長期債務を抱えているものの、経費の縮減や金利負担の軽減
策に取り組むなど、収益力の向上と債務圧縮を着実に実現しており、財務状況が改善
されてきている。

改善の余地あり

財務状況の健全性

○ 概ね対応等は良好

総合評価


